
計 55,800 58,590

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

費　目 24年度当初予算 25年度要求 主な増減理由

交付金 55,800 58,590

単位当たり
コスト

　　　　　　　　　　　（円／　　　　　　　　） 算出根拠

地域再生基盤強化交付金を活用した計画数

活動実績

（当初見込
み）

件
656 446 383

活動指標及び
活動実績
（アウトプット）

活動指標 単位 21年度 22年度 23年度 24年度活動見込

成果目標及び
成果実績
（アウトカム）
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23年度
目標値
（24年度）

（～Ｈ22）地域再生基盤強化交付金を活用した新規
計画の認定数
（Ｈ23～）事業が完了した地方公共団体に対するアン
ケート調査で、「交付金の持つメリットを効果的に活
用できた」と回答した割合

成果実績
件
％

23 件 189 件 87 % 70 %

達成度

成果指標 単位 21年度 22年度

％ 76.7% 78.8% 124.3%

繰越し等 870 △ 11,886 9,375

執行率（％） 76.1% 82.7% 96.3%

執行額 110,733 75,668 68,716

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 144,608 103,389 62,000 55,800 58,590

補正予算 0

計 145,478 91,503 71,375 55,800 58,590

0 0

地域活性化推進室 参事官 宇野 善昌

会計区分 一般会計 施策名 ２１ 地域再生基盤強化交付金の配分計画の策定

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

　地域再生基盤強化交付金は、地方からの具体的な要望に基づき、省庁の所管を越えて類似の補助金を整理統合し、創設したものである。地
方公共団体が作成する概ね５ヶ年を期間とする計画を内閣府が認定する仕組みの下、内閣府に予算の一括計上がなされ、地方公共団体は省
庁の所管を越えた自由な事業選択が可能となっている。
　また、本交付金は、事業の進捗に応じ類似する施設間の予算の融通や年度間の事業量の調整ができるなど、地方公共団体の自主性・裁量
性が高いものとなっている。

実施方法 □直接実施　　　　　　　□業務委託等　　　　　　　■補助　　　　　　□貸付　　　　　　　□その他

事業番号 ００４８
　　　　　　　　　　　　　平成24年行政事業レビューシート　　　　　　(内閣府)
事業名 地域再生の推進のための施設整備に必要な経費 担当部局庁 政策統括官（経済財政分析担当） 作成責任者

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

地域再生法第19条第1項
関係する計画、

通知等
地域再生基本方針

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程
度以内）

　地域再生法（平１７法２４）に基づく、地域再生計画により、地方公共団体が行う自主的かつ自立的な取組による経済基盤の強化及び生活環
境の整備を総合的かつ効果的に実施する。

事業開始・
終了(予定）年度 事業開始：平成17年度 担当課室



平成２２年行政事業レビュー 平成２３年行政事業レビュー

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

現
状
通
り

引き続き効率的な執行に努める。

補記　（過去に事業仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

○平成22年度公開プロセスの結果
　事業番号：４８
　事業名　 ：地域再生の推進のための施設整備に必要な経費
　評価結果：廃止を含め抜本的な見直しを行う。
　取りまとめコメント：
　・効果の検証を行うとともに、一括交付金化など地域主権改革の推進の議論の進展も見つつ、廃止を含め抜本的な見直しを行う必要。

○地方公共団体等からの要望も踏まえて政府内において予算編成過程で調整した結果、対象事業の実施状況等を踏まえ、平成23年度当初予算
に所要額を計上することとしたもの。

○その他参考ホームページ（地域再生本部）
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiikisaisei/index.html

予算監視・効率化チームの所見

現
状
通
り

点検結果にもあるとおり、引き続き、効果測定や検証を行い、交付金活用のためのフォローアップを行うべき。

－ 類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担となっているか

○ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点
検
結
果

　内閣府が実施した、平成２３年度に完了し本交付金を活用した地域再生計画に係るアンケート調査において、交付金のメリットを活用でき
た又はある程度活用できたと回答した自治体は約８７％であり、また、今後もニーズに応じて交付金を活用したいと回答した自治体が約８
９％となっており、本交付金制度が自治体に評価されているところ。
　 今後も、本交付金を活用して行う地域の自主的・自立的な取組がより総合的かつ効果的なものとなるよう、本交付金の制度、メリットの周
知を図るとともに、地域再生計画及び本交付金の実施状況やその効果について適切にフォローアップを行う。
　また、必要に応じて関係省庁とも連携しながら適切な助言等を行っていく。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

○ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

　アンケート調査の結果によると、本交付金のメリットが
活用できた、今後も本交付金を活用したいと回答する地
方公共団体が多く、成果はあがっている。また、活動実
績も見込みどおりとなっている。
　本交付金の執行に当たっては、関係行政機関と適切に
連携している。

○ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

○ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

○ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

　本交付金は、地域再生法に基づき認定された地域再生
計画により、地方公共団体の要望を踏まえ作成した配分
計画に基づいて､関係行政機関に予算を移替し、地方公
共団体に交付するものであり、資金の流れ、費目、使途
は適切なものとなっている。

－ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

目
的
・
予
算
の

状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。
　本交付金は、地域再生のため、地方公共団体が作成し
た計画に基づき実施しているもので、優先度が高く、国の
支援が必要な事業である。また、不用率は改善してい
る。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
ではないか。

－ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 評価に関する説明

－ 　※類似事業名とその所管部局・府省名

関連する過去のレビューシートの事業番号

0048 0043



※平成23年度実績を記入

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単
位：百万円）

　

内閣府
68,716百万円

Ａ　国土交通省 Ｂ　農林水産省 C　環境省
35,547百万円 31,528百万円 1,640百万円

D　地方整備局 E　地方農政局 F　林野庁 G　水産庁
35,547百万円 17,553百万円 11,938百万円 2,037百万円

H　地方公共団体
（46都府県、327市町村）

68,716百万円

※　金額は、四捨五入で処理しているため、合計は合致しない。

地域再生計画の認定、配分計
画の作成

市町村道、広域農道、林道、下水道、
農業集落排水、漁業集落排水、浄化
槽、港、漁港の整備

地方公共団体に対する交付金
交付事務

地方公共団体に対する交付金
交付事務

地方公共団体に対する交付金
交付事務

地方公共団体に対する交付金
交付事務

地方公共団体に対する交付金
交付事務

地方公共団体に対する交付金
交付事務



計 9,012 計 4,735

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる
ように記載）

A.　国土交通省 E.　関東農政局

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

交付金交付 9,012 工事費 4,735

D.　関東地方整備局 H.　茨城県

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 1,640 計 2,037

交付金交付 1,640 交付金交付 2,037

C.　環境省 G.　水産庁

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 31,528 計 11,938

交付金交付 31,528 交付金交付 11,938

B.　農林水産省 F.　林野庁

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 35,547 計 5,251

35,547 交付金交付 5,251交付金交付



支出先上位１０者リスト
A.

B.

C.

D.

関東地方整備局

九州地方整備局

中国地方整備局

中部地方整備局

北陸地方整備局

四国地方整備局

東北地方整備局

近畿地方整備局

北海道開発局

E.

関東農政局

中国四国農政局

九州農政局

東海農政局

東北農政局

近畿農政局

北陸農政局

北海道

F.

G.

H.

10 熊本県 　　　　〃 2,307 － －

9 佐賀県 　　　　〃 2,320 － －

8 広島県 　　　　〃 2,424 － －

7 鹿児島県 　　　　〃 2,426 － －

6 山梨県 　　　　〃 3,238 － －

5 愛知県 　　　　〃 3,323 － －

4 島根県 　　　　〃 3,323 － －

3 岡山県 　　　　〃 3,613 － －

2 三重県 　　　　〃 4,474 － －

1 茨城県 交付対象施設の整備 4,735 － －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 水産庁 交付金交付事務 2,037 － －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

落札率

1 林野庁 交付金交付事務 11,938 － －

8 　　　　〃 76 － －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

6 　　　　〃 1,190 － －

7 　　　　〃 492 － －

4 　　　　〃 2,476 － －

5 　　　　〃 2,008 － －

2 　　　　〃 3,268 － －

3 　　　　〃 2,791 － －

落札率

1 交付金交付事務 5,251 － －

9 　　　　〃 49 － －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

7 　　　　〃 2,091 － －

8 　　　　〃 1,343 － －

5 　　　　〃 2,753 － －

6 　　　　〃 2,204 － －

3 　　　　〃 6,013 － －

4 　　　　〃 5,642 － －

1 交付金交付事務 9,012 － －

2 　　　　〃 6,441 － －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 環境省 交付金交付事務 1,640 － －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 農林水産省 交付金交付事務 31,528 － －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 国土交通省 交付金交付事務 35,547 － －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率


